
和歌山県ホームページバナー広告掲載要領 

（令和７年３月１２日制定） 

（令和７年５月１日最終改正） 

 

（趣旨） 

第１ この要領は、和歌山県広告事業要綱（以下「要綱」という。）第４条の規

定に基づき、和歌山県ホームページバナー広告の掲載を適正に行うため、必要

な事項を定める。 

 

（広告内容、広告主・広告代理店の制限） 

第２ 次に掲げる広告は、和歌山県ホームページに掲載しない。 

(1) 要綱第３条第１項の要件を満たさない広告 

(2) 和歌山県広告事業掲載基準（以下「掲載基準」という。）第２に定める業種

又は業者の広告 

(3) 県税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者の広告 

(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団又はその関係者（以下「暴力団等」という。）

が経営している者又は経営に実質的に関与している者の広告  

(5) 暴力団等に対する資金等の供給又は便宜の供与をしている者の広告 

(6) その他広告として適当でないと知事が認める広告 

 

（募集広告の規格等） 

第３ 広告の規格、広告掲載場所その他の広告掲載に関する仕様は、別に定め

る。 

 

（広告掲載希望者の募集） 

第４ 広告代理店を利用せず広告の掲載を希望する者又は広告の掲載を希望する

広告代理店（以下「広告掲載希望者」という。）の募集は、広告の枠を新たに

設定したとき、又は広告の枠に空きが生じたときに行うものとする。 

 

（広告掲載の申込み） 

第５ 広告掲載希望者は、和歌山県ホームページバナー広告掲載申込書（様式第

１号）により申込みを行うものとする。 

２ 知事は、１の規定による掲載の申込みがあった場合で必要と認めるときは、

広告掲載希望者に対し、広告の掲載に必要な範囲で資料の提出を求めることが

できる。 

 

（広告掲載の決定） 

第６ 知事は、第５の１に規定する申込みがあった場合は、要綱及び掲載基準、

本要領に基づき審査し掲載が適当と認められた者のうちから、次に掲げる順位

により掲載を決定する。ただし、これにより順位が付けられない場合は抽選に

より決定する。 



(1) 国、政府関係機関、地方公共団体及びこれらに類する者 

(2) 国、政府関係機関、地方公共団体及びこれらに類する者から委託を受け広告

掲載を行う者 

(3) 県内に事業所を有する広告主のうち、複数月の申込みを行った者 

(4) 県内に事業所を有する広告主  

(5) 複数月の申込みを行った広告主 

(6) (1)～(5)以外の者 

２ 知事は、１の規定により広告主を決定したときは、その結果を速やかに、和

歌山県ホームページバナー広告掲載決定通知書（様式第２号）により、広告掲

載希望者に対して通知するものとする。 

 

（契約の締結） 

第７ 第６の２に規定する広告掲載の決定の通知を受けた広告掲載希望者（以下

「広告掲載者」という。）は、知事が指定する期限までに請書を提出するもの

とする。 

 

（広告原稿の作成及び提出等） 

第８ 広告掲載者は、広告原稿を作成し、知事が指定する日までに知事室広報課

に提出する。この場合において、広告作成に要する経費は、広告掲載者が負担

するものとする。 

 

（広告内容の修正） 

第９ 知事は、広告の内容が本要領の規定に適合しない、又はそのおそれがある

と判断したときは、広告掲載者に対して広告の内容の修正を求めることができ

る。 

 

（広告掲載料） 

第１０ 広告掲載者は、県が別に定める広告掲載料を、県が指定する日までに、

県が発行する納入通知書により納入するものとする。 

２ １の方法により納入できない場合は、別途、県、広告掲載者双方で協議する

ものとする。 

 

（広告掲載の取消し） 

第１１ 知事は、広告主又は広告代理店（以下「広告主等」という。）が次の(1)

から(5)のいずれかに該当する場合には、掲載期間中であっても直ちに広告の掲

載の決定を取り消すことができる。 

 (1) 広告主等が、第２の規定に反すると判断したとき 

(2) 広告掲載者が、第８の規定により知事が指定した日までに広告原稿を提出し

ないとき 

(3) 広告掲載者が、第９に規定する広告の内容の修正に応じないとき 

(4) 広告掲載者が、第１０の１に規定する知事が指定した日までに広告掲載料を

納入しないとき 



(5) 広告主等の責めに帰する事由により広告の掲載を継続することが適切でない

と知事が判断したとき 

２ 知事は、１の規定により広告の掲載の決定を取り消した場合は、広告掲載者

に対して理由を付してその旨を通知するものとする。 

３ １の規定により広告の掲載の決定を取消した場合、知事は、広告掲載料を広

告掲載者に返還しない。 

 

（広告掲載の取り下げ） 

第１２ 広告掲載者は、自己の都合により、広告掲載を取り下げることができる

ものとする。ただし、第１０の規定により、既に納付した広告掲載料は返還し

ない。 

２ 広告掲載者は、１の規定により広告掲載を取り下げるときは、書面により県

に申し出なければならない。 

 

（広告内容の変更） 

第１３ 広告掲載者は、広告の掲載期間が複数月の場合、県にあらかじめ協議

し、当該広告の内容を原則として月単位で変更することができる。 

２ 広告掲載者は、１の規定により広告内容を変更しようとする場合は、第５の

規定に準じて広告原稿を作成し、提出するものとする。 

 

（リンク先の変更） 

第１４ 広告掲載者は、広告のリンク先を変更するときは、変更しようとする日

から起算して１０日前までに、県に届け出るものとする。 

 

（掲載料の返還） 

第１５ 知事は、広告主等の責に帰さない理由により、当該広告を掲載できなか

った場合は、第１０の規定により納入された広告掲載料について、掲載できな

かった日数に応じて、日割計算により算出した金額を広告掲載者に返還する。 

２ １の規定により広告掲載料を返還する場合においても、広告原稿の作成に関

する経費は、広告主等の負担とする。 

３ 県がホームページの運営をメンテナンス等により一時停止した場合は、１の

規定にかかわらず、広告掲載料を返還しない。 

４ １の規定により返還する広告掲載料には、利子を付さない。 

 

（苦情等の処理等） 

第１６ 広告主等は、県に対し、当該広告が法令等に違反せず、いかなる第三者

の権利も侵害するものでないことを保証するものとする。 

２ 広告主等は、県が第三者から当該広告を掲載したことにより苦情、損害賠償

請求等を受けたときは、その責任及び負担においてこれを処理しなければなら

ない。 

３ 広告主等は、当該広告掲載により県に損害又は損失が発生した場合において

は、当該損害又は損失を補償しなければならない。 



４ 県は、当該広告を掲載したことにより広告主等に損害が発生した場合でも、

広告主等に対して何らの責任も負わない。 

 

（その他） 

第１７ この要領に定めるもののほか、広告掲載に関し必要な事項は別に定め

る。 



様式第１号    
和歌山県ホームページバナー広告掲載申込書 

 

  年  月  日 

和歌山県知事 様 

 

申込者（広告代理店の場合は広告代理店名） 

住所 

団体名 

代表者氏名 

 

広告代理店を利用する場合は広告主を以下に記入 

住所 

団体名 

代表者氏名 

 

 和歌山県ホームページバナー広告を掲載したいので、下記内容により申し込みます。 

 広告の掲載にあたっては、和歌山県広告事業要綱、和歌山県広告事業掲載基準、和歌山県ホー

ムページバナー広告掲載要領及び関係法令等を遵守すること、県税の滞納がないこと並びに消費

税及び地方消費税に係る未納がないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 広告内容 

（１）掲載希望期間（１か月単位で記載） 

     年  月 ～   年  月 

 

（２）掲載内容 

※バナー画像案を記入又は添付し、その内容を簡潔に記入すること 

 

（３）リンク先 URL 

    

２ 連絡先 

ご担当者名  

連絡先(TEL)  (FAX)  

   (E-mail)  

 

  



様式第１号    
 

添付書類（１）広告主の業種及び事業内容がわかるもの（会社概要、パンフレット等） 

（２）和歌山県の入札参加資格（公共工事、物品又は役務）を有することを証明する書

類（写し可）  

（３）和歌山県の入札参加資格（公共工事、物品又は役務）がない場合は、次に掲げる

書類 

ア 役員等に関する調書（別紙） 

イ 登記事項証明書（法人事業者）又は住民票（個人事業者） 

ただし、直近１年以内において本要領に基づき、知事に提出した者については

これを省略することができる。 

ウ 税務署長が発行した、消費税及び地方消費税に未納がないことを確認できる納

税証明書 

エ 県税事務所長が発行した、和歌山県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）

に未納がないことを確認できる納税証明書 

※ 広告代理店を利用する場合、広告代理店は（２）又は（３）及び広告主に関する

（１）及び（２）又は（３）の添付書類を提出すること。 

 

ただし、次に掲げるいずれかの要件を満たし、かつ県広報課が適当であると認める場合、一部

の書類の提出を省略することができる。 

①広告主が国、政府関係機関、地方公共団体、及びこれらに類するものであること。 

②広告内容の公益性が高く、県民の福利の向上に資するものであること。 

 



様式第２号   

第      号   

    年  月  日   

 様 

和歌山県知事室広報課長 

（公印省略） 

 

和歌山県ホームページバナー広告掲載決定通知書 

 

    年  月  日付けで申込みのあった和歌山県ホームページバナー広告掲載につ

いて、下記のとおり掲載（する・しない）ことに決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 掲載期間 

    年  月 ～   年  月 

 

２ 広告の内容 

（１）内容 

 

（２）リンク先アドレス 

 

３ 広告掲載料 

       円 

 

４ その他 

 

５ 掲載しない場合の理由 

 



別紙 
 

役 員 等 に 関 す る 調 書 

商 号 又 は 名 称  

役  職  名 
（フリガナ） 

氏   名 

生 年 月 日 

男・女 元

号 
年 月 日 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

（注）１ 法人事業者の場合は、その法人の登記事項証明書に登載されている役員全員に

ついて記入してください。 

   ２ 個人事業者の場合は、代表者のみ記載してください。 

   ３ 元号は次のように記載してください。 

     明治：Ｍ 大正：Ｔ 昭和：Ｓ 平成：Ｈ 

   ４ 調書１枚で記載しきれない場合は、複数枚提出してください。 


